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巻頭言

　はじめに、本年１月１日に最大震度７を観測した「令和６年能登半島地震」によって、犠牲になられた

方々の御冥福をお祈りいたしますとともに、被災された方々に心からお見舞いを申し上げます。被災され

た方々が一日も早く平穏な暮らしを取り戻すことができるよう切に願っております。

　この震災により、緊急消防援助隊として被災地へ派遣され連携して活動にあたるなど、消防の広域的な

役割と国民の期待はさらに増大しており、消防本部相互の応援体制の更なる充実強化と企業・地域住民を

中心とした地域防災力の向上がより一層求められる状況となっています。

　自然災害に見舞われやすい我が日本において、災害から生命、身体、財産を守るためには、自助、共助、

公助を有機的に連携させた防災対策が重要なことはいうまでもありません。消防と地域住民が連携をとり、

一体となって訓練などの防災活動を行い、地域防災力を高めていくことが求められています。大規模な災

害の直後は、国民の防災意識も高まりますが、時が経つと次第に意識は低下し、行動も続かなくなってし

まうことは想像に難くありません。「災害は忘れた頃にやってくる」ことを消防が常に発信し、継続的に

防災活動を続けていくことが重要になってきます。そこで、地域住民の防災意識を高め、災害発生時には、

地域住民の迅速かつ的確な防災活動を導くために、地域の防災リーダーの育成が大きな課題の一つである

と考えております。防災活動の様々な機会において、消防が積極的に教え育てることが重要であり、また、

全ての地域住民にわかりやすい継続的な防災活動を可能とするための工夫も必要となります。

　当局としましては、この震災をさらなる教訓とし、引き続き、消防機関の連携強化と、地域住民の防災

力の向上に取り組んでいく所存です。

　いよいよ来年には大阪・関西万博が開幕します。当局では、開催期間中の消防体制に万全を期すために、

大阪・関西万博消防センター（仮称）として消防部隊を24時間配置することとしています。市内の消防

署と同様に部隊を配置するほか、高さのあるパビリオン等の災害にも対応するための高所作業車も配備す

る予定です。

　この大阪・関西万博から得られる体験は、人々にいのちを考えるきっかけを与え、他者のため、地球の

ために、一人ひとりが少しの努力をすることで、その重なり合い、響き合いが人を笑顔にし、ともに「い

のち輝く未来社会をデザイン」することにつながると考えられています。当局も市民をはじめとする他者

を思いやる心で、一人ひとりができることを積み重ねながら、大都市・大阪の安全・安心を担う消防局と

して、複雑多様化する災害や消防を取り巻く社会環境の変化に柔軟に対応してまいります。

　これからも私たち大阪市消防局は、初代・消防局長が示した局是「明・強・敏（明るけく　共に励みて

強からめ　いざ立つときは敏く応えて）」を基本理念とし、これまで築き上げてきた歴史や伝統を継承し

ながら、市民が安心して暮らせる「災害に強いまち・安全な都市」を目指して日々、未来の地域社会に根

ざした消防施策を進めてまいります。

共に備え、安全な未来を
築くために

橋 口　 博 之大阪市消防局長
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　昨今、世の中の様々な分野でDX（デジタル・トラン
スフォーメーション）がうたわれており、消防防災行政
についてもその例外ではない。
　本稿は、消防庁の取り組んでいるDXに関連する施策
を紹介することで、自治体の皆様の一助とするものであ
る。

　以下、消防庁の進めて来たDX施策のうち、主なもの
について述べて行く。

（１）消防庁映像共有システム
　大規模災害の発生時には、現場の状況を如何に把握す
るかが課題となるが、発災時の緊急対応の際には特に、

消防のDXについて

総務課

はじめに1

消防のDX施策2

１　はじめに
２　消防のDX施策
　（１）消防庁映像共有システム
　（２）消防における公共安全モバイルシステムの活用
　（３）新技術を活用した情報伝達手段に関する検討
　（４）ハイスペックドローンの配備
　（５）建物崩壊・土砂監視センサー
　（６）消防団のDXの推進
　（７）市街地火災延焼シミュレーションの活用
　（８）マイナンバーカードを活用した救急業務
　（９）AIを活用した救急隊運用最適化
　（10）�消防指令システムの高度化・消防業務システム

のクラウド化
　（11）VR技術を活用した訓練コンテンツ
　（12）消防法令における各種手続の電子申請等の推進
　（13）講習のオンライン化
　（14）�セルフ給油取扱所におけるAI等を活用した給油

許可等の検討
３　おわりに

119番通報の数や被害者数等の文字による情報はもちろ
んのこと、映像情報で視覚的に被災地の状況を把握する
ことが重要である。
　現在、消防の映像については、ヘリテレ・ヘリサット
による映像や、映像伝送装置による映像を消防庁が自治
体から入手し、内閣府等の関係府省庁へ共有している。
　これについて、現場の消防本部・消防団がスマートフォ
ン等で撮影した映像を共有できれば、従前の数十倍、数
百倍もの目で状況を把握できることになるため、これら
の映像をアップロードするプラットフォームとして「消
防庁映像共有システム」が構築され、令和６年２月から
試行的に運用を開始した。

○災害時における国・自治体間の映像共有手段の充実を図るため、消防職団員による投稿型の機能を

有した「消防庁映像共有システム」について、令和６年２月から試行的に運用を開始する。

○令和６年度中には、内閣府の次期総合防災情報システムとの接続を図る。

消防庁
映像共有システム

消防本部・消防団

都道府県

緊急消防援助隊
（各都道府県1台程度）

消防本部

構築イメージ現状

消防庁

都道府県

映像伝送装置

ヘリテレ・ヘリサット

撮影・投稿

アップロード

配信

関係府省庁

内閣府次期総合防災情報システムと接続（令和6年度～）

関係府省庁

中央防災無線網で映像共有

市町村

0

消防庁と地方公共団体との間における映像情報共有手段の充実等

　映像伝送装置等が同時中継という強みを持つ一方、本
システムの強みは、撮りだめをした映像・画像を通信環境
の良い場所で共有することが出来るという安定性と、アプ
リを立ち上げて「共有」ボタンを押し、投稿者名等を記せ
ば、撮影位置も含めて共有されるという、スマートフォン
を使える方であれば感覚的に扱うことができる簡便性であ
る。令和６年能登半島地震においても、現地に派遣され
た消防庁現地広報員が試行運用前の本システムをテスト
的に使用して、現地の映像・画像を消防庁災害対策本部
内等で共有し、当該映像等が報道機関へ提供された。
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「消防庁映像共有
システム」を活用

災害時の現地広報

2

消防の現場での働きや厳しい状況が正しく周知されるとともに、
現地で尽力している部隊の士気を上げること。

消防庁現地広報員が広報の役割を担い、現場の消防職団員の働きを伝えると共に、
緊急消防援助隊等が活動に専念できる環境を作る。
【消防庁現地広報員が担う活動】
○消防庁からマスコミへ提供する映像等を入手する。
○マスコミへの現地での対応を可能な範囲で行う。

災害時現地広報の目的・効果

消防庁現地広報員の役割

令和６年能登半島
地震における実績

１月２日から現地広報員を派遣し、「消防庁映像共有システム」を活用して現地の映像・画像を、
消防庁災害対策本部内や緊急消防援助隊で共有したほか、報道機関へ映像を提供した。

消防庁現地広報員からの情報共有 報道された事例

消防庁
災害対策本部 報道機関

消
防
庁
か
ら
報
道
機
関
へ
映
像
・
画
像
を
提
供

消
防
庁
災
害
対
策
本
部
へ
情
報
共
有

【現地広報員が撮影】

（２）消防における公共安全モバイルシステムの活用
　公共安全モバイルシステム（PSモバイルシステム）
とは、携帯電話技術を活用した公共安全機関向けの通信
システムである。
　具体的には、災害時には通信各社が一般用とは別に通
信の枠を確保する災害時優先電話機能によって他機関と
円滑な連絡を可能とし、通常時にもスマートフォンとし
て業務に活用可能なものであり、通信事業者が複数の通
信回線を提供する。

○ 政府共通で検討を進めている「公共安全モバイルシステム」（PSモバイル）について、
大規模災害時における現場活動等での有用性を検討・実証し、消防における導入を推進する。

消防における公共安全モバイルシステムの活用方策に関する検討

端末のイメージ 3

１．公共安全モバイルシステム
○ 携帯電話技術を活用した公共安全機関向けの通信システム。
○ 災害時には災害時優先電話機能等によって、他機関とも円滑な連絡が可能。
○ 平時には、各機関で携帯電話として使用可能。
○ 通信事業者が通信回線（マルチキャリア回線。2つの通信事業者回線を使用可能）を提供。

２．実証予定内容
（１）消防本部における実証予定内容

画像・映像伝送やチャットなど、既存無線の機能的な補完。予防査察等の日常業務でも活用。
（２）他組織連携における実証予定内容

大規模災害発生時における現地対策本部や警察・自衛隊等との情報共有

（３）新技術を活用した情報伝達手段に関する検討
　防災行政無線等については、従来から、整備の推進や、
戸別受信機の普及に努めてきたところであるが、台風な
どの気象条件等により聞こえにくい等の課題があったと
ころである。
　気象条件等を都度解析して、聞こえやすい周波数に自
動で調整するなどの屋外スピーカーの性能向上や、自動
飛行ドローンを活用して放送する場所を屋外スピーカー

設置位置にとらわれないようにする（例：山道、砂浜の
観光地等）など、当該分野においても、新技術を活用し
て、よりきめ細やかで、効果的な情報伝達を図る。当該
技術が一般化すれば、屋外スピーカー等の整備費用や維
持管理費用の低減も期待できるところである。

（４）ハイスペックドローンの配備
　大規模災害時に道路が寸断され進入できない孤立地域
であっても、ドローンの活用による上空からの情報収集
活動を実施することにより、孤立地域住民の安否確認、
要救助者の確認、さらには救助車両等の進出の可否を迅
速に判断し、的確な消防活動を遂行することが可能にな
るため、消防庁ではドローンの配備を行っているところ
である。
　一部のハイスペックドローンは、地図画像作成機能に
より、被害の全容把握と倒壊建物の状況など活動場所の
優先順位の判断を可能とするものである。
　主な性能としては、
・�可視光カメラと遠赤外線カメラによる動画及び画像を
収集する情報収集能力

・プログラムによる自動制御機能
・�消防ヘリの活動不能な雨天時でも情報収集を可能とす
る耐候性

・地図画像作成機能（一部）
となる。

（５）建物崩壊・土砂監視センサー
　迅速・確実に救助活動を実施するためにも、救助隊の
安全確保を客観的根拠をもって行うことは重要である。
余震による建物崩壊や、土砂再崩落等の兆候をいち早く
検知し、活動隊員に知らせるのが建物崩壊・土砂監視セ
ンサーである。
　当該センサーは、令和３年熱海市土石流災害での土砂
の再崩落の危険等を踏まえ、令和４年度補正予算におい
て緊急消防援助隊用資機材として全都道府県に１式ずつ
（47式）整備する予算を確保し、順次配備を行っている
ものである。
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迅速・確実に救助活動を実施するためには、特に、ファーストレスポンダーである救助隊の安全確保を優先することが必須となる。そのため、余震による建
物崩壊、土砂再崩落等の兆候をいち早く検知し、活動隊員に知らせるための建物崩壊・土砂監視センサーを全都道府県の緊急消防援助隊に配備する（各都
道府県に１式ずつ、47式を整備）。

【施策の概要】 【国費】 【R４補正（１次）予算額 ２．６億円】

【留意事項（助言内容、スケジュール等）】

○ 令和５年度中に全都道府県の緊急消防援助隊に配備予定

【建物崩壊・土砂監視センサー (１式２台)】配備資機材

活用現場 ※写真はすべてイメージ

※写真はすべてイメージ

【土砂災害現場】 【建物崩壊現場】
不安定な建物の傾き、岩や

土砂、地盤などのわずかな動
き（変位）を感知し、瞬時に
音響警報を出す。

※可視レーザー光線を照射

地震発生後の崩壊したビル・家屋、大規模倉庫火災時の
外壁の変位（倒壊危険・傾斜）を把握することも可能

土砂災害では、建物の崩壊危険
や土砂再崩落危険を把握すること
が可能

今後発生が危惧される首都直下・南海ト
ラフ地震時の建物崩壊現場で有効

建物崩壊・土砂監視センサー（緊急消防援助隊充実強化対策）
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（６）消防団のDXの推進
　令和６年能登半島地震においても消防団が救助、消火、
避難所の運営支援等の各場面で活躍したように、大規模
災害時において身近な存在である消防団の重要性は非常
に高いものである。
　消防団のDXの推進としては、災害時における効果的
な救助活動を図るため、消防団の使用する救助用資機材
として水中ドローンも含めたドローンを消防団設備整備
費補助金の対象とするとともに、ドローンを使いこなす
人材の確保のため、消防団員に対するドローンの操縦講
習及びドローンから伝達された映像情報を元にした災害
対応講習を実施し、消防団の災害対応能力の高度化を
図っている。
　また、消防団の力向上モデル事業において、消防団ア
プリの導入など、地方公共団体の創意工夫を凝らした取
組を国費で支援しているところである。
　さらに、前述の「消防庁映像共有システム」の映像提
供の担い手としても、消防団員には大いに期待がかかる
ところである。

消防団のDXの推進

消防団設備整備費補助金

ドローン 水中ドローン

【補助対象資機材（抜粋）】

○ 災害時における消防団のより効果的な救助活動を図るため、消防団への救助用資機材
等の整備を促進することを目的とした補助金。
補助対象資機材について、令和４年度にドローン、令和５年度に水中ドローンを追加。

消防団の力向上モデル事業

消防団の力向上モデル事業

消防団アプリの導入 ドローン操縦技能習得支援

○ 消防団ＤＸの推進をはじめ、地方公共団体の創意工夫
を凝らした先進的な取組を「消防団の力向上モデル事
業」により全額国費で支援。

＜モデル事業の例＞消防団ＤＸの推進

車両動態表示装置の導入

消防団災害対応高度化推進事業

○ 全国の消防学校において、消防団員に対するドローンの操縦
講習及びドローンから伝達された映像情報を元にした災害対
応講習を実施し、消防団の災害対応能力の高度化を図る。

○ 令和５年度は12府県でドローン講習を実施予定。（青森県、
群馬県、埼玉県、千葉県、神奈川県、岐阜県、大阪府、兵庫
県、岡山県、愛媛県、熊本県、沖縄県）

○ 近年、災害が激甚化・頻発化している中、地域に密着し、いち早く駆けつけ、救助等の活動に従事する消防団の災害対応能力の向上、特に消
防団の地域密着性という特性から、情報収集能力の向上が求められており、情報収集の有効性が極めて高いドローンの活用が急務。

○ このため、消防庁において、ドローンを含む救助用資機材等の整備に対する補助を行うとともに、全国の消防学校で団員に対するドローンの操縦
講習等を実施し、消防団の災害対応能力の高度化を図る。

（７）市街地火災延焼シミュレーションの活用
　消防研究センターでは、出火点、風向、風速等を入力
することで、延焼状況を予測するシステムである市街地
火災延焼シミュレーションを開発し、糸魚川市大規模火
災などの市街地火災の分析に活用してきた。
　当該システムは、消防本部等でも活用され、市街地延
焼火災の発生時の消防車両の進入経路や配置、ホースの
延長経路などの警防計画をシミュレーションの結果をも
とに作成することや、大規模延焼火災を想定した図上訓
練での活用が進んでいる。
　また、地域防災活動においても、防災講演会において
住民が居住地域の火災危険性をシミュレーションで確認
することや、防災イベントにおいて、まち歩きを行った
後に、その地域の延焼危険性をシミュレーションで確認
する等の活用が行われている。
　令和６年能登半島地震においては、輪島市河井町の朝
市において大規模な火災が発生し、甚大な被害をもたら
した。当該火災の消火は、大津波警報下、水利も途絶さ
れる中での対応を強いられるものであった。
　当該火災については、消防研究センターが消防庁長官
の火災原因調査の速報結果を記者発表しているが、当該
調査の中でも、市街地火災延焼シミュレーションが活用
され、仮に消防活動が行われなかった場合、倍以上に当
たる面積が焼失する可能性があること等を導き出してい
る。

（８）マイナンバーカードを活用した救急業務
　近年、新型コロナや熱中症により、救急需要は増加の
一途をたどり、救急隊員の役割や、その裏返しとしての
負担はますます増えている。
　そのような中で、マイナンバーカードと健康保険証の
一体化を背景に、救急搬送時にマイナンバーカードを活
用する取組が進められている。
　具体的には、救急現場において、傷病者のマイナンバー
カードを救急隊員がカードリーダーで確認し、氏名、生
年月日、住所のほか、かかりつけ医療機関名、既往歴、
薬剤情報、特定健診情報等を確認することで、円滑な搬
送につなげるものである。
　令和４年度に本事業に関する実証実験を行い、「救急
業務のあり方に関する検討会」において議論したところ、
本事業は特に情報提供に困難を伴う傷病者に有用性が高
いと見込まれることから、早期に全国展開することを目
指し、システム構築等に関する検討作業を加速化するべ
き、とされた。
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　令和５年度においては、本事業の全国展開に向けた調
査・研究を行い、救急隊員にとって最適なシステムとな
るよう引き続き検討を進めている。令和５年度補正予算
においては、幅広い消防本部の参画を得て実証を行う経
費を計上しており、これらを踏まえて、救急現場で効果
的に活用することができるシステム構築を目指すもので
ある。

➣ 救急隊が、口頭聴取のみならず、マイナンバーカードを活用して、オンライン資格確認等システムから傷
病者情報を正確かつ早期に把握することにより、救急活動の迅速化・円滑化を図る取組み。

マイナンバーカードを活用した救急業務の迅速化・円滑化

※マイナ保険証 72,066,614枚（令和６年１月２１日現在）

オンライン資格確認等システムを基盤とした救急業務での医療情報等を閲覧する仕組み

被保険者番号・資格情報 薬剤情報

特定健診等情報 透析、医療機関名情報確認

マイナンバー
カード

④確認した正確な医療情報等を救急業務で活用

オンライン資格確認
等システム

③傷病者の医療情報
等の確認

【医療機関選定に資する情報】
・氏名、生年月日、住所のほか、
・医療機関名 ・既往歴
・薬剤情報 ・特定健診等情報 等

②情報照会

救急現場
社会保険診療報酬支払基金・

国民健康保険中央会

➀傷病者の情報収集

タブレット端末

事業スキーム

第３-２各分野における基本的な施策
１．国民に対する行政サービスのデジタル化
（３）マイナンバーカードの普及及び利用の推進

② 運転免許証をはじめ、マイナンバーカードへの一体化に向けた取組
マイナンバーカードを活用した救急業務の迅速化・円滑化について、令和４年度（2022年度）の実証実験結果を踏まえ、令和６年度（2024年
度）末までを目途に全国展開を目指す。

◎「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和５年６月９日閣議決定）

カードリーダー
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（９）AIを活用した救急隊運用最適化
　救命率の向上には、救急車の速やかな現場到着が重要
であるが、救急需要が増大する中、現場到着所要時間は
延伸傾向が続いている。消防庁としてはこれまで様々な
取組を行ってきたが、新しい取組として、AIを活用し
た救急隊の最適配置による効率的な運用手法の研究開発
を行っている。
　具体的には、過去に発生した救急事案の場所、日付、
曜日、天気、気温等を解析した結果から作成したAIを
活用した救急需要予測プログラムに、日付、天気、気温
を入力することによって、救急需要予測をメッシュで視
覚的に示し、さらに、部隊配置の条件等を組み合わせる
ことで、当該需要予測を踏まえた既存部隊の最適な移動
配置を導きだし、示す仕組みである。
　令和５年度には、さいたま市消防局において実証実験
を行っており、令和６年度には、更に複数の自治体にお
いて効果シミュレーションを行うことを予定している。

（10）�消防指令システムの高度化・消防業務システムの
クラウド化

　多くの消防本部では、119番通報の入電から消防署所
への出動指令までの一連の消防指令業務を支援する「消
防指令システム」と、警防や予防、水利、要援護者情報
といった様々なデータの管理や消防本部の業務に必要な
各種機能を一括して提供する「消防業務システム」が整

備されている。
　従来、各消防本部では、パッケージ製品をベースに、
必要に応じて機能を追加した独自のシステムを整備運用
しており、調達・維持コストがベンダーロックインによ
り高止まりしているほか、外部システムやサービスとの
接続等が困難などの課題がある。令和６年度から８年度
にかけて迎えるシステム更新のピークを機に、前述の課
題に対応するため、消防庁では、消防指令システムの高
度化や消防業務システムのクラウド化に係る標準仕様案
などを作成している。
　また、令和６年３月には、より詳細な技術面等の検討
を進めた上で標準仕様書を策定するとともに、令和６年
10月に消防業務システムの標準仕様書の策定ができる
よう、準備を進めているところである。
これらにより、前述の課題への対応や、他の消防本部の
システムとの連携、音声のみならず画像、動画、データ
等の活用が可能となる。

（11）VR技術を活用した訓練コンテンツ
　火災件数等の減少により、実災害での活動経験が少な
い若手消防職員が増加している中、経験不足を背景とし
た災害現場における受傷事故等の増加が懸念されてい
る。
　こうした中、現場経験を補うための効率的かつ効果的
な訓練手段の一つとして、近年の技術革新により高度な
進化をとげている仮想現実（VR）技術を活用した訓練
コンテンツを、全国消防学校長会からの要望を受けて制
作し、令和５年３月に全消防学校に配備したところであ
る。
　VR訓練コンテンツでは、一般住宅火災における屋内
進入要領や特異火災性状、自然災害対応等において直面
する危険などを仮想空間で擬似的に体験、習得できる。
現在、消防学校における初任教育課程や専科教育課程の
みならず、女性消防吏員活躍推進講習や消防団員特別教
育、自習時間等に広く活用されている。
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ＶＲ訓練コンテンツについて

○火災件数等の減少により実災害での活動経験が少ない若手職員が増加

○災害様態が激甚化・多様化している中、あらゆる災害に安全かつ適切に対応できる人材育成が急務

取組背景

【学習・体験できる事項】
・屋内進入時における炎や煙の挙動
・火災の状況変化と速度感
・姿勢による視界の変化
・状況判断の誤りによる危険性など

【ＶＲコンテンツの内容】
・一般住宅火災対応訓練
効果測定モードにより習熟度の確認が可能

・特異火災対応訓練
バックドラフト、フラッシュオーバー
急激な延焼による退路失い

・震災対応訓練
・風水害対応訓練（土砂災害、河川越水）

ＶＲ訓練コンテンツの内容等

現在の状況

○現場経験を補うための効率的かつ効果的な訓練手段の一つとして、
近年の技術革新により高度な進化をとげている仮想現実（ＶＲ）
技術を用いた訓練コンテンツを作成 【令和３年度補正予算（６,０００万円）で制作】

・全国消防学校長会からの要望を受けて制作に着手。同会の協力を得ながら、複数
の消防学校に試作映像のチェックを依頼し、現場ニーズを反映しながら制作。

消防学校における初任教育課程・専科教育課程のほか、女性消防吏員活躍推進講習、消防団員特別教育、
自習時間など広く活用されている。

○経験不足を背景とした災害現場における受傷事故等の増加が懸念

配布機材一式

VR映像
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（12）消防法令における各種手続の電子申請等の推進
　現在、各種行政手続の電子化が推進されているところ
であるが、消防法令においても、特に予防行政において、
申請が必要な各種手続が設けられており、電子申請等の
推進が求められる。
　消防庁では、消防本部における早期の電子申請等の導
入を促進するため、消防本部が国のシステムを使って電
子申請を行うことができるよう、あらかじめ国のシステ
ムに手続情報や入力フォームを登録するほか、消防本部
等が電子申請等を受け付けるために必要なLGWAN接続
端末の整備等に要する費用に対する地方財政措置を行っ
てきた。
　令和５年度末の導入本部は約520本部（全消防本部の
うち約72％）となる見込みであることを踏まえ、引き
続き、必要なサポート等を行っていく予定である。

（13）講習のオンライン化
　予防行政においては、危険物取扱者保安講習や消防設
備士講習など、講習の受講が必要な仕組みが法令にビル
ドインされている。
　これらの講習については、コロナ禍等の状況や、オン
ライン化の要望等も踏まえ、順次オンライン化されてき
ているところであり、消防庁としても、ガイドラインの
提供や必要となる法令改正等により、講習実施機関にお
けるオンライン化を後押ししているところである。

（14）�セルフ給油取扱所におけるAI等を活用した給油許
可等の検討

　セルフ給油取扱所においては、現在、従業員が目視に
より自動車の状況や火気の有無等を確認し、給油許可を
行っている。
　AIの得意な分野の一つに画像解析があるが、これら

の確認にAIを用いることで、セルフ給油取扱所におけ
る業務の効率化を図ることが期待されている。
　消防庁では、令和３年度から「危険物施設におけるス
マート保安等に係る調査検討会」を開催し、セルフ給油
取扱所におけるAIの活用等について検討を行ってきた。
令和４年度までの取組としては、DX新技術の活用環境
の整備のため、可燃性蒸気が滞留するおそれのある範囲
（当該範囲では防爆仕様のIoT機器等以外は使用不可）
や、IoT機器等の利用可能範囲を明確化するとともに、
AIシステムの要求性能・評価方法等の検討を行ってき
た。
　令和５年度からの取組としては、関係業界における
AIシステムの開発状況等も踏まえつつ、セルフ給油取
扱所におけるAI等を活用した監視等の実証実験を行う
とともに、令和６年度からは、AIと従業員との役割分
担や非常事態が生じた場合の対応等の実用化に向けた危
険物保安体制等のあり方の検討を行っていく予定であ
る。

R5年度からの取組

セルフ給油取扱所におけるＡＩ等を活用した給油許可等の検討

○ DX新技術の活用環境の整備
可燃性蒸気が滞留するおそれのある範囲

及びIoT機器等の利用可能範囲を明確化。

○ セルフ給油取扱所におけるＡＩ等を活用した監視等の
実証実験
・ＡＩ等を活用した監視等を行うシステムの性能の検証
・実用化に向けた性能評価に当たっての基準の検討

○ 実用化に向けた危険物保安体制等のあり方の検討
・ＡＩ等を活用した監視等が可能な条件
・システムと従業員との役割分担
・ＡＩ等を活用した監視等の実施中に事故等の非常
事態が生じた場合の対応

AIシステム

監視カメラ

監視カメラ画面

SSC

給油許可

監視

監視・対応
（NGの場合のみ）

利用・特定
条件下でのみ
給油許可

情報提供

従業員

○ 従業員が目視（監視設備によるリアルタイム映像の確認）により
自動車の状況や火気の有無等を確認し、給油許可。

○ AIシステムは給油許可判断に資する情報として、
「車両の給油口へのノズルの挿入」、 「人離れの有無」、
「火気の有無」、「ポリ容器又は携行缶の使用」等をカメラにより
確認し、異常の発生を覚知した場合、従業員へ伝達。

○ 従業員はAIの情報も参考にしながら、目視確認、給油許可。

（～R4年度）

○ ＡＩ等の技術革新やデジタル化の急速な進展を踏まえ、セルフ給油取扱所におけるＡＩ等を活用した給油許可等について、
実証実験等を行い、システムと従業員との役割分担など、実用化に向けた危険物保安体制等のあり方について検討を行う。

（R5年度～）

R4年度までの取組

○ 一定の条件※下において、AIシステムによる確認、給油許可。
○ 当該条件を外れた場合は、従業員が目視確認、給油許可。

（RX年度～）

※車種や機構条件など、AIが正しく

確認、給油許可を行うことが可能な

条件をAIシステム毎に設定。

固定給油設備

の周辺における

可燃性蒸気の

滞留範囲

（現在は、従業員が目視確認、給油許可を実施）

（R5年度～）

（R6年度～）

（～R4年度）

○ AIシステムの要求性能・評価方法等の検討 （～R4年度）

セルフ給油取扱所
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　以上、消防のDXについて述べてきた。
　２で述べた各種施策は「少し工夫すれば取り入れられ
るもの」から「大がかりな準備が必要なもの」まで様々
であると認識している。
　実務に当たっては、あまり大きく構え過ぎず、まずは
取り組めるところから一歩でも前へ進んで行ければ良い
と考えている。
　DXは手段であり目的ではない以上、その導入には、
まずは消防行政への理解が強く求められるものであり、
是非、各種機会にご意見をいただければ幸いである。

おわりに3

消防庁におけるＤＸ関連施策①

○ドローン搭載のカメラにより
空撮した複数の静止画から
１枚の写真地図
（オルソ画像）を作成
（令和３年度～）

・令和４年度から、上空からリアルタイムで
写真地図を作成するシステムを開発中。

○ハイスペックドローンの整備
（令和３年度～）
・ドローンの活用による上空からの広域的な情報収集活動を
実施することを目的に、緊急消防援助隊に配備。

（夜間運用、プログラム自立制御飛行、防塵防水性能を搭載）
ドローンを利用して撮影した映像を伝送し、消防庁や
都道府県災害本部で映像確認することができる。

【着色部分をドローン搭載のカメラで撮影】

【ハイスペックドローン】

11

○ドローンを含む救助用資機材等の整備補助、全国の
消防学校で団員に対するドローンの操縦講習等を実施
（令和４年度～）

【救助用資機材の補助】 【ドローン操縦講習】 【ドローン操縦技能習得支援】

○災害時における国・自治体間の
映像共有手段の充実を図るため、
投稿型の機能を有した
「消防庁映像共有システム」を構築 （令和５年度）

【消防庁映像共有システムの構築イメージ】

○市街地火災延焼シミュ
レーションを活用して、
延焼阻止に必要な
消防力運用・水利
の評価手法を開発中
（令和３年度～）

【シミュレーション結果】

○救助活動中の
安全管理体制強化のため、
建物崩壊・土砂監視
センサーを整備
（令和５年度 全国配備）

【建物崩壊・土砂監視センサー】

消防庁におけるＤＸ関連施策②

○マイナンバーカードを
活用した救急業務の
迅速化・円滑化

・救急隊が医療情報等を
閲覧できるシステムの構築に
向け、幅広い消防本部の
参画を得て実証を行い、
救急現場で活用できる
システム構築を目指す。

○ＡＩを活用した
救急隊運用最適化による
現場到着時間の短縮を
図る。
（令和5年度 実証実験）

傷病者の
医療情報等

ｵﾝﾗｲﾝ
資格確認
等ｼｽﾃﾑ

支払基金・
国保中央会

③医療情報
閲覧

②システム
接続

④医療機関
選定等

救急現場

①情報収集

【救急隊が情報閲覧できるシステム（イメージ）】

【救急需要予測】

○消防訓練における
ＤＸの推進
（令和４年度）

・消防学校の教育時において、
VRによる災害様態を
擬似体験させることにより、

災害対応能力の向上を図る。

【ＶＲを活用した訓練イメージ】

○火災予防分野における
各種手続の電子申請等の
推進 （令和３年度～）

○危険物取扱者保安講習等のオンライン化
（令和３年度～） ※令和４年度以降は全国危険物安全協会が実施

【オンラインでの講習】

【火災予防分野における電子申請イメージ】

消防庁 都道府県 危険物取扱者受
講
動
画
・

マ
ニ
ュ
ア
ル
を

提
供

講
習
・

受
講
証
明
書

○消防分野におけるＡＩの活用を含めた
ＤＸに関する研究開発を推進

・消防防災科学技術研究推進制度
（競争的研究費）の公募時に、ＤＸに関する
研究テーマを提示。（令和５年度～）

【現場活動支援システム】
(スマートマスク)

・赤外線映像等による活動支援
・隊長と隊員間での視覚画像の共有 等 12

○緊急通報を受けて消防隊等への指令を行う
消防指令システムの高度化等に向けた環境整備

・消防指令システムと
外部システムとの
連携のため標準仕様を
策定。 （～令和５年度）

・消防業務システムの
標準化・クラウド活用に
ついて検討を進め、標準
仕様を策定
（～令和６年度） 【消防指令システムの将来像（イメージ）】

問合せ先
　消防庁総務課
　TEL: 03-5253-7506
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　令和６年２月27日（火）、ホテルルポール麹町（東京
都千代田区）において、第28回防災まちづくり大賞表
彰式を開催しました。
「防災まちづくり大賞」は、阪神・淡路大震災を契機に
平成８年度に創設され、今回で28回目を迎えました。
地域に根ざした団体・組織等、多様な主体における防災
に関する優れた取組や、防災・減災、住宅防火に関する
幅広い視点からの効果的な取組等を表彰し、広く全国に
紹介することにより、地域における災害に強い安全なま
ちづくりの一層の推進に資することを目的として実施し
ています。

　今回は全国各地から55事例の応募があり、学識経験
者等で構成される選定会議において、他の地域の模範と
なる優れた17事例が選定されました。

地域防災室 

第28回防災まちづくり大賞受賞団体の決定

主催者挨拶をする馬場総務副大臣

表彰状授与の様子

総務大臣賞受賞団体（３団体）との記念撮影

　災害による被害を軽減するためには、地域の防災力を
強化すること、とりわけ地域の方々の「自分たちの地域
は自分たちで守る」という強い意識と連帯感に支えられ
た自主的な防災活動を推進していただくことが重要で
す。
　平成25年12月に「消防団を中核とした地域防災力の
充実強化に関する法律」が成立し、住民、自主防災組織、
消防団、地方公共団体、国等の多様な主体が、相互に連
携協力して、地域防災力を高めていくことの重要性が示
されました。
　受賞団体の皆様には、今回の受賞を契機として、より
一層日頃からの活動を充実・発展させ、引き続き、地域
防災力の向上にご尽力いただくことを期待しています。

応募総数 55

表
彰
区
分

総務大臣賞 3

消防庁長官賞 5

日本防火・防災協会長賞 9

受賞事例総数 17

受賞事例数

問合せ先
　消防庁国民保護・防災部　地域防災室　浮田
　TEL: 03-5253-7561

1
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　今回の受章者数及び団体数は、以下のとおりです。

令和５年度消防功労者消防庁長官表彰式

総務課

　去る３月４日（月）、ニッショーホール（港区東新橋）
において、令和５年度消防功労者消防庁長官表彰式が盛
大に挙行されました。
　本表彰式は、３月７日の ｢消防記念日｣ にちなんで、
毎年この時期に実施されているものです。

今回受章された方々（団体）は、以下のとおりです。

１　功労章

　防災思想の普及、消防施設の整備、その他の災害の防
ぎょに関する対策、消防教育の実施について、その成績
が特に優秀な消防吏員、消防団員及び消防教育職員

２　永年勤続功労章

　永年勤続し、その勤務成績が優秀で、かつ他の模範と
なると認められる消防吏員、消防団員及び消防教育職員

３　表彰旗

　防災思想の普及、消防施設の整備、その他の災害の防
ぎょに関する対策の実施について、その成績が特に優秀
で、かつ他の模範となると認められる消防機関

４　竿頭綬

　防災思想の普及、消防施設の整備、その他の災害の防
ぎょに関する対策の実施について、その成績が特に優秀
で、かつ表彰旗を授与する消防機関に準ずる消防機関

５　都道府県消防防災関係事務従事職員表彰

　都道府県の消防防災関係事務職員として永年勤続し、
その勤務成績が特に優秀な者

＜表彰数＞

表彰種別 受章数 内　　　　　訳

功　　労　　章 175名
消防吏員　　122名

消防団員 　　53名

永年勤続功労章 2,981名

消防吏員　1,022名

消防団員　1,957名

消防教育職員 ２名

表　　彰　　旗 16機関

竿　　頭　　綬 38機関

都道府県
消防防災関係

事務従事職員表彰
３名

　表彰式は、原邦彰消防庁長官の式辞に始まり、表彰種
別ごとの代表者に対する記章等の授与、来賓祝辞に続き、
最後に受章者代表である寺崎至亮消防司監（奈良県広域
消防組合消防本部）より、謝辞が述べられました。

　なお、代表受領者は次の方々です。

表彰種別 所属・氏名等

功　　労　　章 宮城県　　松島町消防団
　　　　　団長　内海　邦宏

永年勤続功労章 香川県　　坂出市消防団
　　　　　団長　川田　昌和

表　　彰　　旗 神奈川県　横浜市青葉消防団

竿　　頭　　綬 山形県　　尾花沢市消防本部
　　　　　尾花沢市消防団

都道府県
消防防災関係

事務従事職員表彰

岐阜県　　岐阜県消防学校
　　　　　校長　早崎　貢朗

2
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式辞を述べる原邦彰消防庁長官 受章者代表への功労章授与

受章者代表への表彰旗の授与 受章者代表からの謝辞

問合せ先
　消防庁総務課　
　TEL: 03-5253-7521（直通）
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令和５年度防災功労者消防庁長官表彰式及び
消防団等地域活動表彰式について

地域防災室

　令和６年３月４日（月）、ニッショーホール（東京都
港区）において令和５年度防災功労者消防庁長官表彰式
及び消防団等地域活動表彰式が開催されました。

【防災功労者消防庁長官表彰】

　風水害等の自然災害において、顕著な活動実績が認め
られる消防団を４団体表彰しました。
○代表受領
　福岡県　久留米市消防団

防災功労者消防庁長官表彰受賞団体

消防団等地域活動表彰（消防団）受賞団体

【消防団等地域活動表彰】

　平常時の活動により地域防災力の向上に寄与し、全国
の模範となる消防団や、団員確保について特に力を入れ
ている消防団を53団体表彰しました。また、消防団員
である従業員を雇用しているなど、消防団活動に特に深
い理解や協力を示している事業所等を19団体表彰しま
した。
○代表受領
　（消防団表彰）長野県　中野市消防団
　（事業所表彰）群馬県　群馬法科ビジネス専門学校

消防団等地域活動表彰（事業所）受賞団体

【受賞者代表謝辞】

　受賞者を代表して、長野県中野市消防団の小菅 和重
氏から謝辞をいただきました。

長野県 中野市消防団  小菅 和重 氏

3
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問合せ先
　消防庁国民保護・防災部地域防災室　樽谷　
　TEL: 03-5253-7561

【防災功労者消防庁長官表彰】（４団体）
長野県　諏訪市消防団
長野県　茅野市消防団
山口県　美祢市消防団
福岡県　久留米市消防団

○受賞団体一覧

【消防団等地域活動表彰（消防団）】（53団体）
北海道　江別市消防団
青森県　むつ市消防団
青森県　田舎館村消防団
福島県　福島市消防団
福島県　南相馬市消防団
福島県　楢葉町消防団
栃木県　宇都宮市消防団
栃木県　小山市消防団
群馬県　前橋市消防団
群馬県　高山村消防団
群馬県　片品村消防団
東京都　矢口消防団
東京都　立川市消防団
神奈川県　川崎市臨港消防団
神奈川県　川崎市川崎消防団
新潟県　三条市消防団
新潟県　柏崎市消防団
富山県　高岡市消防団
富山県　立山町消防団
石川県　内灘町消防団
福井県　南越消防組合池田消防団
長野県　中野市消防団
長野県　塩尻市消防団
長野県　木曽町消防団
岐阜県　川辺町消防団
愛知県　豊橋市消防団
愛知県　瀬戸市消防団
三重県　多気町消防団
三重県　玉城町消防団
滋賀県　甲賀市消防団
滋賀県　米原市消防団
京都府　井手町消防団
大阪府　吹田市消防団
大阪府　東大阪市消防団
奈良県　橿原市消防団

奈良県　葛城市消防団
和歌山県　紀美野町消防団
和歌山県　湯浅町消防団
鳥取県　米子市消防団
岡山県　倉敷市消防団
岡山県　鏡野町消防団
山口県　山陽小野田市消防団
徳島県　阿波市消防団
徳島県　東みよし町消防団
香川県　丸亀市消防団
愛媛県　松山市消防団
福岡県　北九州市戸畑消防団
佐賀県　基山町消防団
佐賀県　江北町消防団
熊本県　菊池市消防団
宮崎県　三股町消防団
鹿児島県　阿久根市消防団
鹿児島県　徳之島町消防団

【消防団等地域活動表彰（事業所）】（19団体）
北海道　広尾町農業協同組合
北海道　中春別農業協同組合
群馬県　群馬法科ビジネス専門学校
東京都　株式会社ケアサポート・トップ
新潟県　蒲原瓦斯株式会社
福井県　れいなん森林組合
福井県　株式会社加藤機業場
長野県　株式会社オーク製作所　諏訪工場
長野県　三映電子工業株式会社
岐阜県　アルプス薬品工業株式会社
岐阜県　株式会社恵那三洋製作所
愛知県　天白信用農業協同組合
大阪府　大阪東部農業協同組合
愛媛県　株式会社新来島どっく　大西工場
愛媛県　株式会社今治ホンダ
福岡県　社会福祉法人いわき福祉会
　　　　複合型福祉施設プロムナードとばた
福岡県　株式会社二丈環境整備センター
佐賀県　株式会社フタバ九州　伊万里工場
鹿児島県　北さつま農業協同組合　本所
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⑴　競技の概要

　�　特定事業所内の石油タンクで火災が発生したという

想定で、自衛防災組織等が保有する消防車両を活用し

て消火活動を行い、その活動の安全性、確実性、迅速

性などを評価することとしています。

⑵　出場資格

　�　全国の特定事業所に設置されている自衛防災組織等

のうち、「大型化学高所放水車及び泡原液搬送車」又

は「高所放水車（大型化学高所放水車、大型高所放水

車又は普通高所放水車をいう。）及び化学消防車（大

型化学消防車又は甲種普通化学消防車をいう。）」を保

有する自衛防災組織等を対象にしており、出場する条

件として、管轄する消防本部からの推薦を必要として

います。

　�　昨年度は、30消防本部を通じて35組織の応募があ

りました。

「令和６年度 石油コンビナート等における自衛防災
組織の技能コンテスト」の実施紹介

特殊災害室

　石油コンビナートで発生する事故は、危険物の漏えい

や大規模な爆発を伴う火災など、甚大な被害に拡大する

おそれがあることから、石油コンビナート等特別防災区

域の特定事業所には、防災要員及び消防車両等を備えた

自衛防災組織又は共同防災組織（以下「自衛防災組織等」

という。）の設置が義務づけられています。

　自衛防災組織等は特定事業所の防災体制の確立に重要

な役割を担っていることから、消防庁では、石油コンビ

ナート等特別防災区域の特定事業所における防災要員の

技能及び士気の向上を図り、防災体制の充実強化を目的

とした「石油コンビナート等における自衛防災組織の技

能コンテスト」（以下「コンテスト」という。）を平成

26年度から実施しています。

　今年度は、より多くの自衛防災組織等にご参加いただ

けるよう現地審査期間を拡大しての実施を予定していま

すので、これまで出場経験のない自衛防災組織等につい

ても防災技能の向上のために積極的な参加をよろしくお

願いいたします。

１　はじめに

２　コンテストの概要

主催：消防庁

出
場
組
織
募
集

出
場
組
織
募
集

石
油
コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
等
に
お
け
る
自
衛
防
災
組
織
の
技
能
コ
ン
テ
ス
ト

令和5年

7月21日

成績上位の組織には最優秀賞・優秀賞を授与し、霞が関周辺で表彰式を実施します。
また他の技能優秀と認められた組織にも表彰状を授与します。表彰状を授与する組織
にあっては、消防庁から全国に向けて、組織名を報道発表します。

※災害の発生、感染症の拡大状況により、スケ
ジュールの変更等を行うことがありますので、
あらかじめ御了承下さい。

エントリー
締切り

昨年度の実施結果 昨年度の実施動画

化学消防車、高所放水車等を活用
し、タンク火災を想定した消火訓練
を行い、その安全性・確実性・迅速
性を審査します。昨年は35組織
が参加しました。平成26年から
毎年実施しており、今年度で10回
目の開催となります。

コンテストの概要

化学消防車、高所放水車等を備
えた自衛防災組織または共同防災
組織であること。

参加要件

管轄消防本部に申し出てください。
エントリー方法

最優秀賞・優秀賞を授与

【参考】昨年度出場組織募集ポスター

⑶　 審査

　�　消防庁職員が事業所内で実施する現地審査及び提出

された競技映像によるビデオ審査を行い、上位組織を

4
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問合せ先
　消防庁特殊災害室　
　TEL: 03-5253-7528

　令和５年度に最優秀賞及び優秀賞を受賞した５組織の

競技映像を、消防庁動画チャンネル（You�Tube）で公

開しています。ぜひご覧ください。

https://www.youtube.com/watch?v=4QiAwVHRBo4

３　総務大臣表彰受賞組織の競技映像について

コンテスト競技中の風景

⑷　表彰等　

決定します。

　�　審査の結果、成績上位の自衛防災組織等には最優秀

賞・優秀賞等を授与し、霞ヶ関周辺で表彰式を実施し

ます。また他の技能優秀と認められた自衛防災組織等

にも表彰状を授与します。

最優秀賞を受賞した隊員

令和５年度最優秀賞受賞組織
（関西国際空港航空機給油施設自衛防災組織）

表彰式参加組織との記念撮影

・審　査　　令和６年７月上旬から９月下旬

・結果通知　令和６年11月中旬

・表彰式　　令和６年12月上旬

　災害等の発生状況により、スケジュールを変更する可

能性があります。コンテストに関する情報は総務省消防

庁ホームページ上に公開いたします。

https://www.fdma.go.jp/relocation/neuter/topics/

topic001.html

４　今後のスケジュール

https://www.youtube.com/watch?v=4QiAwVHRBo4 
https://www.fdma.go.jp/relocation/neuter/topics/topic001.html
https://www.fdma.go.jp/relocation/neuter/topics/topic001.html
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問合せ先
　消防庁予防課　
　TEL: 03-5253-7523

原消防庁長官「令和６年能登半島地震被災地」訪問	

予防課

　令和６年３月５日、原消防庁長官は、令和６年能登半
島地震により甚大な被害が生じた輪島市及び珠洲市を訪
問し、奥能登広域圏事務組合消防本部の平岡消防長、出
坂輪島消防署長、穴田珠洲消防署長、川端輪島市消防団
長、細畑輪島分団長及び秋前珠洲市消防団長等への慰労、
激励を行いました。
　また、令和６年能登半島地震により大規模な火災が発
生した輪島市の「輪島朝市」や、珠洲市の被災現場を視
察しました。

奥能登広域圏事務組合消防本部で慰労、激励を行う
原消防庁長官（左端）

（写真中央から平岡消防長、出坂輪島消防署長、細畑輪島分団長、
川端輪島市消防団長）

珠洲消防署で慰労、激励を行う原消防庁長官（右端）
（写真左端から秋前珠洲市消防団長、穴田珠洲消防署長、平岡消防長）

「輪島朝市」の被災現場を視察する原消防庁長官①

「輪島朝市」の被災現場を視察する原消防庁長官②

珠洲市内の被災現場を視察する原消防庁長官

5
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令和６年能登半島地震における
緊急消防援助隊の活動について

広域応援室
１．はじめに
　令和６年１月１日、石川県能登半島において最大震度
７を観測する地震が発生しました。建物倒壊や火災、津
波被害などにより甚大な被害が発生し、令和６年３月
26日時点で、石川県を中心に死者244名、負傷者1,300
名、住家被害も把握できている範囲で111,000棟を超え
るとされています。
　本災害においては、地元消防本部、石川県内応援隊に
加え、緊急消防援助隊が大きな役割を果たしました。本
稿では、緊急消防援助隊の活動に焦点を当ててご紹介し
ます。

２　消防庁の対応と緊急消防援助隊の活動
（１）緊急消防援助隊の出動までの動き
　消防庁では、最大震度５強の地震が発生した令和６年
１月１日16時６分に国民保護・防災部長を長とする消
防庁災害対策本部を設置し、最大震度７の地震が発生し
た16時10分には消防庁長官を長とする消防庁災害対策
本部に改組しました。
　対策本部内で速やかに情報収集等を行い、地震の規模
や大津波警報の発令などの状況から大きな被害が想定さ
れたため、16時30分、石川県知事からの出動要請を待
たずに、消防庁長官から緊急消防援助隊の出動の求めを
行いました。17時30分には被害の甚大さ等を踏まえ出
動指示に切り替えています。都道府県知事の要請を待た
ずに緊急消防援助隊を出動させる仕組みは、阪神・淡路
大震災の教訓を踏まえて平成7年に制度化されました
が、同規定を発動する初めての事例となりました。
　１月１日から２日未明にかけて、合計18都府県に対
して出動指示を行い、発災当初から約2,000人という大
きな規模が出動するなど、災害対応に万全を期したとこ
ろです。
※�東北３県に甚大な被害をもたらした東日本大震災で
は、３日間にわたり出動人員が6,000人超（最大は
6,842人）となっています。今回は約2,000人が出動
可能と見込まれましたが、石川県1県に派遣する規模
としては東日本大震災の1/3程度となるこの規模は妥

当と考え、出動指示をしたところです。
（２）緊急消防援助隊の被災地への進出
　出動指示を受けた各府県のうち陸上部隊は、１月２日
の朝までに全ての大隊が石川県内に到着しました。しか
しながら、能登半島内の道路が一部使えない状況となっ
ており、被災地への進出に困難が伴いました。
　このような中にあっても、使用可能な道路を活用して
被災地に入り、救助活動を開始しました。
　輪島市については、１月２日中に同市門前地区に愛知
県大隊が陸路進出したほか、同市市街地にも大阪府大隊
の先遣隊が到着し、活動を開始しています。１月３日に
は輪島市市街地へ普通車での移動が可能になり、通行可
能な指揮車や救急車などで隊員・資機材を積んで進出し、
同地区での活動が本格化しました。
　珠洲市や能登町についても、２日に先遣隊が地元消防
本部の案内の下で陸路進出するとともに、２日から３日
にかけて同市町へ大型車両が通行可能であることを自衛
隊とともに確認し、部隊が陸路進出して活動しています。
　このほか、自衛隊や海上保安庁とも連携し、空路・海
路からの移動も行いました。指揮支援隊が自衛隊ヘリで、
大阪府大隊と奈良県大隊の一部が海上保安庁の船舶で、
それぞれ輪島市に進出したほか、京都府大隊と静岡県大
隊の一部が東京消防庁のヘリで、福井県大隊と滋賀県大
隊の一部が自衛隊の船舶で、それぞれ珠洲市に進出する
などしました。
　このように様々な手段を尽くして現地入りし、発災後
72時間を迎える１月４日には陸上部隊の約1,800名が現
地で活動したほか、航空部隊も救助活動を展開していま
す。
（３）緊急消防援助隊の活動
　緊急消防援助隊の隊員は、厳寒期の過酷な環境の中、
懸命な救助活動等を行いました。倒壊家屋からの救助捜
索活動では、輪島市において、大阪府大隊により発災後
72時間経過した要救助者を救助したほか、珠洲市にお
いて、京都府大隊が警察やＤ-ＭＡＴと連携し、発災後
120時間以上経過した要救助者を救助しました。また今
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回の災害では、孤立地域からの救助や物資搬送、病院や
高齢者福祉施設からの転院搬送、被災した奥能登広域圏
事務組合消防本部の業務支援など、被災地の様々なニー
ズに応えた活動を行ったところです。

　緊急消防援助隊は、２月21日まで52日間にわたって
活動し、計21都府県から延べ約５万９千人が出動しま
した。これは期間、人員規模ともに東日本大震災に次い
で２番目に大きな規模です。
　これらの活動により、石川県内応援隊とともに、３月
26日時点で295人を救助、1,577人を救急搬送しています。
（４）輪島市河井町の火災への対応
　輪島市河井町では１日夕方から大規模火災が発生しま
した。
　緊急消防援助隊としては、
・　�消防防災ヘリコプターからの空中消火を検討し、２

日５時に消防庁長官から９機に対して出動指示を行
いました。参集したヘリが２日午前に偵察飛行し、
火災の延焼が認められなかったことから、最終的に
空中消火は実施されませんでした。

・　�また、海上からの放水ができるよう、２日１時、消
防庁長官から消防艇（新潟市消防局）に出動を指示
しました。しかし、２日10時に津波注意報が解除
された後の出航となり、到着時には既に火災が鎮圧
状態となっていたため、放水は行わず、沿岸部の被
害状況の確認などを行いました。

　このような中にあって、地元消防本部と消防団は、懸
命の放水活動を行いました。断水で消火栓が使用できず、
また家屋の倒壊等で使えない防火水槽がある中、河川や
海水等を利用した放水を行っています。これらの消火活
動は延焼阻止に大きく寄与しており、仮に消防活動が行
われなかった場合、倍以上に当たる面積が焼失する可能
性があったことが、消防庁長官の火災原因調査＜速報＞
により分かっています。

４　今後について
　能登半島地震では、厳寒期の厳しい環境の中、多くの
隊員の皆様に52日間にわたり懸命な活動をいただきま
した。多大な貢献と献身的な活動に心から感謝申し上げ
ます。
　今後、能登半島地震における課題等を検証し、更に効
果的な活動につながるよう、緊急消防援助隊の更なる充
実強化に取り組んでいきます。

３　今回の活動の特徴
（１）迅速な緊急消防援助隊の出動決定
　先述のとおり、被災県知事の要請を待たずに消防庁長
官が緊急消防援助隊の出動を求める仕組みを初めて発動
し、迅速に対応しました。
（２）緊急消防援助隊の充実・強化
　緊急消防援助隊は、令和５年４月現在、6,629隊・
25,488名の登録がなされていますが、国の補助及び無
償使用制度によって車両や資機材が充実するなど、体制
強化が図られてきました。部隊運用についても、迅速な
派遣に向けた計画の策定、先遣隊の仕組みの構築、毎年
度の各ブロック単位等での訓練などを行っており、今回
の災害にも活きたものと考えています。
（３）他機関との連携
　緊急消防援助隊員の自衛隊ヘリでの輸送、消防車両の
自衛隊機での輸送、高齢者搬送におけるD―MATとの連
携など、自衛隊、警察、D―MAT等の関係機関と連携し
た取組が多く見られました。引き続き訓練等を通じて連
携強化を図っていきます。
（４）地元消防本部の支援
　奥能登広域圏事務組合消防本部においても被害がある
ことから、防火水槽への給水活動や消防署の出動支援な
ど、緊急消防援助隊としても地元消防本部のサポートを
行いました。
　また、２月３日から３月４日にかけては、富山県内・
福井県内の消防本部からの応援により、業務支援を行っ
たところです。

〔消火活動〕
●地元消防本部等と消防団が
連携した消火・警戒活動

〔救助・捜索活動〕
●倒壊家屋からの救助・捜索
活動
●消防防災ヘリによる孤立集
落からの救助
●広範囲での安否不明者の捜
索活動

〔救急活動〕
●医療関係者と連携した避難
所からの救急搬送

●病院や高齢者福祉施設から
の転院搬送

〔その他〕
●消防防災ヘリによる孤立集
落への物資搬送

●消防庁職員による火災原因
調査

消防活動の概要
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被災県 部隊別 活動期間 応援県等

石川県

陸上

統括指揮支援隊 １月１日～２月21日　計52日間 名古屋市消防局

指揮支援隊

１月１日～ 15日　計15日間 新潟市消防局

１月１日～２月21日　計52日間 京都市消防局

１月１日～２月21日　計52日間 大阪市消防局

都道府県大隊

１月１日～ 10日　計10日間 群馬県、福井県、岐阜県、滋賀県、
奈良県、和歌山県

１月１日～ 15日　計15日間 新潟県

１月１日～ 21日　計21日間 静岡県

１月１日～２月２日　計33日間 大阪府

１月１日～２月３日　計34日間 愛知県

１月10日～ 19日　計10日間 山梨県、三重県、鳥取県

１月10日～ 22日　計13日間 富山県、長野県

１月10日～２月３日　計25日間 東京都

１月10日～２月13日　計35日間 神奈川県

１月１日～２月21日　計52日間 京都府

１月14日～２月21日　計39日間 兵庫県

航空

航空指揮支援隊

１月１日～９日　計９日間 長野県

１月９日～ 18日　計10日間 新潟県

１月５日～ 31日　計27日間 福井県

１月11日～ 25日　計15日間 静岡県

１月18日～ 27日　計10日間 鳥取県

１月18日～２月12日　計26日間 富山県

航空後方支援小隊

１月１日～ 10日　計10日間 滋賀県

１月10日～ 19日　計10日間 奈良県

１月19日～ 28日　計10日間 静岡市

航空小隊

１月１日～ 25日　計25日間 大阪市

１月１日～２月12日　計43日間 名古屋市、京都市

１月２日～ 31日　計30日間 群馬県、三重県、兵庫県

１月２日～ 22日　計21日間 川崎市

１月２日～ 25日　計24日間 横浜市

１月２日～２月12日　計42日間 埼玉県、東京消防庁

１月３日～ 22日　計20日間 岐阜県

１月３日～ 25日　計23日間 和歌山県

１月５日～ 25日　計21日間 浜松市

１月７日～ 22日　計16日間 山梨県

１月７日～ 31日　計25日間 千葉市

１月20日～ 31日　計12日間 奈良県

１月１日～２月20日　計51日間 富山県

新潟県 航空 航空小隊 １月１日～２日　計２日間 東京消防庁
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渋田町活動状況 名舟町活動状況

市ノ瀬町活動状況 消防ヘリコプターでの搬送

　※写真については、緊急消防援助隊の活動隊及び消防庁により撮影
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　豊中市消防局は2月5日から3日間、第28回実戦ポンプ
操法大会を実施しました。小隊長の指揮能力向上、ＳＴ
車直近速消、火災救助、クアドラフォグノズルの機動性
を活かした転線、屋内進入、小屋裏防ぎょ、また状況に
応じた適切な流量レンジ切替えなど、実災害に即した想
定としました。各隊は約2ヶ月間の事前訓練期間を経て、
訓練成果をいかんなく発揮しました。今後も社会情勢の
変化に合わせ、求められる技能向上のため、訓練に励み
ます。

　湖南広域消防局では、令和６年２月23日（金）、滋賀
県守山市の大規模商業施設であるピエリ守山で、「消防
フェア2024」を開催しました。当日はあいにくの雨でし
たが、お集まりいただいた皆様に、地震体験や消防車両
の乗車体験、消防音楽隊の演奏など様々なイベントを通
して、より一層火災予防に気を付けていただくきっかけ
になりました。

　横須賀市消防局では、令和6年2月7日から、VR(人工
現実感)地震体験及びAR(拡張現実)煙・消火体験の運用
を開始しました。
　VR地震体験は、既存の地震体験車の揺れと地震発生
時の360度映像を組み合わせたもので、AR煙・消火体
験は、実際の視野の映像にCGによる煙や炎を重ね合わ
せ、よりリアルな災害体験ができるもので、神奈川歯科
大学の板宮朋基教授との連携で整備したものです。
　AR煙・消火体験のゴーグルは、各消防署所に合計50
台を配置し、VR
地震体験は、地震
体験車とともに運
用し、各町内での
防災訓練や防災イ
ベント等で活用し
ます。

　新潟市西消防署では、令和６年２月７日、水難救助訓
練署長査閲を実施しました。
　深さ７．２ⅿの潜水槽において、安全・確実・迅速な
潜水活動を行い、これまで訓練してきた成果を発揮する
ことができました。
　当初は市営プールを借用して訓練を行う予定でした
が、震災の影響でプールが使用できなくなり、新潟市消
防局訓練場内潜水槽での訓練に変更しました。
　管轄する新潟市西区内では道路の隆起など震災の影響
がまだ残っています。
１日でも早い復興を願
い、今後も訓練を継続
していきます。

特別救助隊による水難救助訓練署長査閲を実施

新潟市消防局

ピエリ守山で消防フェア2024を開催しました

湖南広域消防局

滋
賀
県

大
阪
府

ＶＲ地震体験及びＡＲ煙・消火体験を運用開始

横須賀市消防局

新
潟
県

『令和５年度実戦ポンプ操法大会』を実施
しました

豊中市消防局

神
奈
川
県
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　消防大学校では、消防に関する高度の知識及び技術を
総合的に修得させ、現に消防の上級幹部である者の資質
の向上を目的として、総合教育「上級幹部科」の教育訓
練を実施しています。
　令和5年度の第87期では、46名の学生が１月15日（月）
から１月31日（水）までの17日間にわたる集合研修を
行いました。
　48名の定員ですが、残念ながら1月1日に発生した令
和6年能登半島地震により学生1名が直前での辞退とな
り、更に学生1名が教育途中に人事異動により退校した
ことから、46名となりました。
　また、緊急消防援助隊の派遣もあり、直前まで入校を
悩んでいる学生も複数おりましたが、所属の協力もあり、
なんとか入校することができました。
　送り出してくれた上司や同僚への感謝と業務を任せて
職場を離れる心苦しさや葛藤を抱えながら、必ず組織向
上のためのヒントや手がかりを掴み取って帰るという熱
い思いを胸に、研修に臨むこととなりました。

　研修では、緊急消防援助隊の派遣中で忙しい所ではあ
りましたが、原消防庁長官、五味次長の講話をはじめ、
消防庁幹部による最新の消防行政の動向について、リ
モート講義により行っていただくとともに、消防大学校
客員教授等による危機管理、安全管理、消防管理概論や
トップマネジメントなどの講義、全国消防長会吉田会長
による講話を通して、組織の上級幹部として必要な知識、
役割や心構えについて習得しました。
　
　指揮シミュレーション訓練では、大規模災害等発生時
における、受援都道府県、被災地消防本部及び緊急消防
援助隊の役割等について理解を深め、特に受援に関する
能力の向上を図りました。
　また、実火災体験型訓練では、火炎の成長過程やフラッ
シュオーバー発生前の兆候など火災の性状について学んだ
ほか、危機管理広報の実習では、組織内で不祥事が起きた
際の報道対応（模擬の緊急記者会見）を行い、危機事案発
生時の適切な広報技術の向上を図ることができました。
　そのほか、昨今続いている消防職員の殉職事故を受け、
新たに安全管理の講義を加え、組織としての安全管理に
ついても学びました。

　研修を終えた学生からは、「現役消防長の方との意見
交換では、組織の大きさによらず、組織のトップの孤独
さや自らが最後の砦となり判断・決断する厳しさを感じ
ることができた。」、「安全管理の徹底と殉職者を絶対に
出さない組織体制を構築する必要性を再認識しまし
た。」、「志を同じくする全国の仲間と様々な情報を共有
し、意見交換を通じて交流を深められたことは大変意義
深く、この出会いを通じ、ネットワークと協力体制が構
築できたことは、かけがえのない財産。」、「著名な方々

長官によるリモート講義 

上級幹部科における教育訓練

の講義も大変わかりやすく経験に基づく内容が多かった
のでとても有益でした。」などの感想をいただきました。

　現在も、新型コロナウイルス感染症の感染防止対策と
して制限がありましたが、公共交通機関を使用せず貸切
バスなどによる学生自主企画視察研修が実施できること
となり、週末には、東京消防庁の江東航空センター、即
応対処部隊、災害史安全教育室、更には横浜市消防局の
司令センター等の視察を行うことができました。消防大
学校の講義だけでなく、自ら企画した視察研修により、
様々な体験や学びを得ることができ、さらには絆も深ま
ることから、今後もぜひ継続していければと思います。

　今後は、本大学校で学ばれた知識と磨きをかけた判断
力に加え、全国の仲間との絆を活かして的確な消防行政
運営、地域住民の安全安心、職員の安全管理に邁進いた
だけると信じています。

指揮シミュレーション訓練

模擬の緊急記者会見 
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問合せ先
　消防大学校教務部
　TEL: 0422-46-1712

　消防大学校では、女性活躍推進コース第８回を開催し
ました（令和5年12月14日～ 12月22日）。
　このコースは、女性消防吏員で消防司令補及び消防士
長の階級にある幹部候補生に対して、キャリア形成を支
援し、職域拡大等を目的とした知識及び能力を修得させ
ることを目的に実施しています。全国の消防本部から
48名の学生が入校前のeラーニングによる個別学習を経
て、2日間のリモート講義と5日間の全寮制の集合教育
を受講しました。

　リモート講義では、最新の消防行政の動向、リーダー
育成や人事管理等の幹部職員として必要な知識を学び、
集合教育では、部下指導のための教育技法やペップトー
ク、説得技法等の講義を受講しました。その他、キャリ
ア形成支援のための、ロールモデルとなる先輩女性吏員
の講義や緊急消防援助隊の派遣経験のある女性吏員の講
義を受講しました。

　課題研究発表では、各自与えられたテーマについて、
事前に行ってき題課題研究の成果をグループごとに発表
し、各本部での課題や今後の解決策等について、情報共
有しながら活発な意見交換を行うとともに、先輩女性吏
員のコメンテーターから様々なアドバイスをいただきま
した。
　また、警防面の更なるスキルアップを目的とした実技
訓練も実施しました。

　「指揮訓練Ⅰ」では、指揮隊運用の図上訓練を繰り返
し実施し、住宅火災時の基本的指揮要領を学びました。
その後、「指揮訓練Ⅱ」の指揮シミュレーション訓練では、
指揮隊と活動部隊との情報共有や部隊連携の重要性など
を学び、現場を統括する判断力・対応力を養い、現場指
揮技術の向上を図りました。
　「現場指揮と安全管理」では、事故事例から現場指揮
に必要となる安全管理についての知識を講義で学び、「火
災現場指揮」では、火災現場における活動を想定し、現
場と同様の熱、煙の状況をつくり、中性帯やロールオー
バー等の火災性状を観察するとともに、注水による熱環
境の変化や脱出時間を確保するための注水技術を学び、
現場の安全管理能力の向上を図りました。

　本コースで、幹部として必要となる知識及び技術の習
得を行うとともに、全国の女性吏員の仲間と共通課題に
取り組み、今後のキャリア形成等について情報共有する
ことで、消防職員としてだけでなく、個人としての成長
と自己実現への意識の高揚になったと考えられます。

　学生からは、「同じ悩みを持った仲間と情報交換でき
たことで、悩みや不安を解消でき、前向きな気持ちにな
れた。」「研修を通して、キャリア形成の必要性をあらた

女性活躍推進コースにおける教育訓練

めて認識し、将来ビジョンも描くことができ、モチベー
ションの向上に大変有意義であった。」との声がありま
した。

　今後は、全国の仲間とのネットワークを構築しつつ、
研修で得た知識や技術を活かして、各消防本部での課題
解決に積極的に取り組み、すべての消防職員が活躍でき
る組織が実現していくことを期待します。
　消防大学校では、各学科、コースともに定員の5％を
女性消防吏員の優先枠として設定し、女性の入校を推進
しています。女性消防吏員の皆様の消防大学校への積極
的な入校をお待ちしております。

講義の様子 

指揮シミュレーション訓練

ホットトレーニング  
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最近の報道発表（令和6年2月21日～令和6年3月20日）

報道発表

通知等

報道発表・通知

＜総務課＞

6.2.26 令和５年度消防功労者消防庁長官表彰
　消防記念日（３月７日）にちなみ、３月４日（月）に「令和５年度消防功労者消防庁長官表彰式」
を開催します。本表彰式において表彰する受章者は次のとおりです。なお、詳細は別紙のとお
りです。

＜消防・救急課＞

6.3.12 「輪島市大規模火災を踏まえた消防防災対策のあり
方に関する検討会」の開催

　「輪島市大規模火災を踏まえた消防防災対策のあり方に関する検討会」を開催することとし
ましたのでお知らせします。

＜救急企画室＞

6.3.12
マイナンバーカードを活用した救急業務の迅速化・
円滑化に関する 令和６年度実証事業の実施消防本
部の決定

　消防庁では、救急隊が、マイナンバーカードを活用して、傷病者情報を正確かつ早期に把握
することにより、救急活動の迅速化・円滑化を図る実証事業を実施いたします。
　全国の消防本部に対して実証事業の実施に係る公募を行い、応募があった以下の67消防本部
で実施することを決定しましたので、お知らせします。

＜予防課＞

6.3.1 令和６年春季全国火災予防運動の実施 　令和６年３月１日（金）から３月７日（木）まで令和６年春季全国火災予防運動が全国各地
で実施されます。

6.3.13 畜舎等に係る基準の特例の細目の一部を改正する件
（案）に対する 意見公募の結果及び改正告示の公布

　畜舎等に係る基準の特例の細目の一部を改正する件（案）の内容について、令和６年１月16
日（火）から令和６年２月14日（水）までの間、意見を公募したところ、意見の提出はありま
せんでした。この結果を踏まえて、本日、「畜舎等に係る基準の特例の細目の一部を改正する件」
を公布しましたのでお知らせします。

＜危険物保安室＞

6.3.18 「新技術を活用した屋外貯蔵タンクの効果的な予防
保全に関する調査検討報告書」の公表 

　屋外貯蔵タンクの維持管理の高度化、点検作業のスマート化に資するため、「新技術を活用
した屋外貯蔵タンクの効果的な予防保全に関する調査検討会」（座長：辻裕一東京電機大学教授）
を開催し、新技術のうちデジタル放射線透過試験を活用した効果的な予防保全に関する調査、
検討を行いました。
　この度、調査検討報告書がとりまとめられましたので、公表します。

＜地域防災室＞

6.2.26 令和５年度防災功労者消防庁長官表彰及び消防団等
地域活動表彰の受賞団体の決定 

　令和５年度防災功労者消防庁長官表彰及び消防団等地域活動表彰の受賞団体を
次のとおり決定しましたので、お知らせします。
　なお、表彰式は令和６年３月４日（月）に開催します。

6.3.1 令和５年度総務省消防庁消防団協力事業所表示証の
交付団体の決定

　令和５年度総務省消防庁消防団協力事業所表示証の交付団体を次のとおりとしましたので、
お知らせします。 

6.3.19 令和５年度「消防団地域貢献表彰」の受賞団体の決
定及び表彰式の開催

　令和５年度「消防団地域貢献表彰」（総務大臣表彰）の受賞団体を決定しましたので、お知
らせします。
　表彰式は令和６年４月 18 日（木）に開催します。
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最近の通知（令和6年2月21日～令和6年3月20日）
発番号 日付 あて先 発信者 標　　題

事務連絡 2024年2月21日 各都道府県消防・防災主管部局
各指定都市消防・防災主管部局 消防庁総務課

令和５年度消防庁補正予算、令和６年度消防庁予算案及び令和６年
度の消防防災に関する地方財政措置の見通し等を踏まえた留意事項
について

事務連絡 2024年2月28日 各都道府県消防防災主管部(局 ) 消防庁総務課 令和６年度消防庁広報施策テーマについて

消防危第40号 2024年2月29日 各都道府県消防防災主管部長
東京消防庁・各指定都市消防長 消防庁危険物保安室長 危険物の規制に関する政令等の一部改正に伴う給油取扱所の運用に

ついて

事務連絡 2024年3月1日 各都道府県消防防災主管課
東京消防庁・各指定都市消防本部 消防庁予防課 消防設備士講習に係る指定講習機関の指定について（情報提供）

消防予第108号 2024年3月1日 各都道府県消防防災主管部長
東京消防庁・各指定都市消防長 消防庁予防課長 消防用設備等に係る執務資料の送付について（通知）

消防予第109号 2024年3月1日 各都道府県消防防災主管部長
東京消防庁・各指定都市消防長 消防庁予防課長 「消防用設備等に係る届出等に関する運用について」の一部改正につ

いて

中防消第２号 2024年3月8日 関係都道府県防災会議会長
中央防災会議会長
 （内閣総理大臣）
岸 田 文 雄

融雪出水期における防災態勢の強化について

消防予第72号 2024年3月13日 各都道府県知事
各指定都市市長 消防庁次長 畜舎等に係る基準の特例の細目の一部を改正する件の公布について

事務連絡 2024年3月15日 各都道府県消防防災主管部（局） 消防庁救急企画室 高規格救急自動車への電動ストレッチャー導入の取扱いについて

消防危第48号 2024年3月18日 各都道府県消防防災主管部長
東京消防庁・各指定都市消防長 消防庁危険物保安室長 「製造所等において行われる変更工事に係る取扱いについて」の一部

改正について

消防危第60号 2024年3月18日 各都道府県消防防災主管部長
東京消防庁・各指定都市消防長 消防庁危険物保安室長 デジタル検出器を用いた放射線透過試験に係る運用指針について

広報テーマ
５　月

①風水害に対する備え
②ｅ-カレッジによる防災・危機管理教育の
お知らせ

防災課
防災課

４　月

①市町村長の災害対応力強化のための研修
②消防団員のマイカー共済について

防災課
地域防災室

報道発表

通知等

報道発表・通知



消防の動き '24 年 ４月号   - 27 -

令和６年度「市町村長の災害対応力強化のため
の研修」の開催

防災課 

　出水期を迎えるにあたり、消防庁では『市町村長の災
害対応力強化のための研修』を以下のとおり開催します。
　今年度も本研修の受講枠を拡充しましたので、災害対
応に万全を期すためにも、積極的な受講をお願いします。

問合せ先
　消防庁国民保護・防災部防災課　防災調整係
　TEL: 03-5253-7525

１　研修の概要

２　研修実績

　市町村長が、災害の警戒段階から発災後に至る重要な
局面で、的確かつ迅速な判断や指示を行えるよう、市町
村長の災害対応力の強化を図るための研修です。
　風水害をテーマに、災害の警戒段階から発災後に至る
重要な局面を警戒期、発災・初動対応期、避難生活期の
３つに分け、研修指導員と「１対１」で、それぞれの局
面における必要な対応や意思決定についてシナリオ非提
示型の実践的なシミュレーション訓練を対面及びオンラ
インにて実施します。
　なお、研修の最後には、市町村長相互の意見交換の時
間を設ける予定です。

■受講人数　
　・平成30年度　50名（対面形式）
　・令和元年度　161名（対面形式）
　・令和２年度　116名（オンライン形式）
　・令和３年度　118名（オンライン形式）
　・令和４年度　158名（オンライン形式）
　・令和５年度　189名（オンライン形式）
　　 　 　 　　792名
■令和５年度研修参加者の声
　・�災害対策本部が持つ役割の重要性を再認識するとと

もに、災害対応のシミュレーションを繰り返し行う
必要性を感じた。

　・�個別対応のため、指導員に対して市の実情に合った
質問なども行うことができた。

　・�就任以来、災害対応経験が少ないので、様々な事態
をシミュレーションできて、大変有意義な研修でした。

　・�指導員との個別面談は貴重な時間であり、他自治体
の市町村長の質疑や対応、体験談は大変興味深い内
容だった。

【開催時期等】（予定）
前期：５月下旬から６月頃
後期：11月頃
※　全12回（対面×２回　オンライン×10回）　
　　各回半日間実施
【対象者】
�全国の市町村長240名（全12回×各20名）
【局面ごとの必要な対応や意思決定の例】
・市町村の災害対応体制の確立
・避難情報の発令判断と伝達
・大規模災害発生直後の被害状況の確認
・マスコミ対応
【募集時期】
令和６年４月頃（前期）・９月頃（後期）

【過去の研修の様子】（上段：対面開催　下段：オンライン開催）

＜研修概要図　オンラインの場合＞

合計
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消防団員のためのマイカー共済・保険を
ぜひ活用ください

地域防災室

　近年、全国で災害が激甚化・頻発化する中、地域に密
着して活動する消防団員の方々は、災害時に急を要する
消防団活動のために、やむを得ず、自家用自動車等を使
用する場合があります。令和元年東日本台風による災害
では、消防団員が災害出動時に使用した自家用自動車等
に被害が生じる事例がありました。
　そこで、消防団員に個人的負担を生じさせることなく、
安心して当該活動に従事していただくことを目的とし
て、令和２年４月から、消防団員向けの自動車損害共済
事業、いわゆる、「消防団員のマイカー共済」を開始し
ました。消防団員のマイカー共済は、全国市有物件災害
共済会（市分）・全国自治協会（町村分）の自動車損害

共済制度のスキームを活用するもので、原則は１年単位
の共済期間となりますが、１月単位の短期で加入するこ
とも可能です。また、令和３年度からは、民間損害保険
会社（損害保険ジャパン株式会社・三井住友海上火災保
険株式会社）において「消防団員のマイカー保険」の取
扱いが開始されています。
　これらの共済・保険に関して、市町村が負担する分担
金・保険料の５割に、特別交付税措置を講じております
ので、消防団員・消防団事務を所管する機関の方々にお
かれましては、６月からの出水期に向けて、ぜひ、この
マイカー共済・保険の活用を積極的にご検討ください。 

　 問合せ先
　消防庁国民保護・防災部　地域防災室
　TEL: 03-5253-7561

お知らせ 

消防団員のためのマイカー共済・保険をぜひ活用ください 

地域防災室 
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年東日本台風による災害では、消防団員が災害出

動時に使用した自家用自動車等に被害が生じる事
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そこで、消防団員に個人的負担を生じさせるこ

となく、安心して当該活動に従事していただくこ

とを目的として、令和２年４月から、消防団員向

けの自動車損害共済事業、いわゆる、「消防団員の

マイカー共済」を開始しました。消防団員のマイ

カー共済は、全国市有物件災害共済会（市分）・全

国自治協会（町村分）の自動車損害共済制度のス

キームを活用するもので、原則は１年単位の共済

期間となりますが、１月単位の短期で加入するこ

とも可能です。また、令和３年度からは、民間損害

保険会社（損害保険ジャパン株式会社・三井住友

海上火災保険株式会社）において「消防団員のマ

イカー保険」の取扱いが開始されています。 

これらの共済・保険に関して、市町村が負担す

る分担金・保険料の５割に、特別交付税措置を講

じておりますので、消防団員・消防団事務を所管

する機関の方々におかれましては、６月からの出

水期に向けて、ぜひ、このマイカー共済・保険の活

用を積極的にご検討ください。

 

問合せ先 
 消防庁国民保護・防災部 地域防災室 
 TEL：03-5253-7561 

消防団員のマイカー共済・保険の概要 

消防団員のマイカー共済・保険について

１．趣旨及び事業内容

近年の大きな災害の発生状況等を踏まえ、消防団員に安心して活動してもらうため、マイカーや対物・対人の損害を補償
する共済制度を令和２年４月から開始。また、令和３年１０月からは民間損害保険会社による補償も開始。
災害時に急を要する消防団活動のために、非常勤の特別職地方公務員の身分を有する消防団員がやむを得ず、自家用
自動車（原動機付自転車を含む）を使用した場合に、当該自家用自動車等に生じた損害を補償する事業。

公益社団法人全国市有物件災害共済会（市分）、一般財団法人全国自治協会（町村分）、民間損害保険会社

３．共済事業のポイント
・１月単位での加入が可能（例：出水期（６月～10月）の５ヶ月加入）。
・実施主体から支払われる共済金は、優先払い（消防団員が加入している民間の自動車保険の適用が不要）。
・災害に対処するために出動した際の分担金に対して、令和２年度から特別交付税措置（０．５）を講じている。

５．開始日 共済：令和２年４月１日、民間損害保険会社：令和３年10月以降

２．実施主体

※マイカー共済・保険にR5.3.31時点で加入済、又は令和５年度中に加入予定の団体は133団体（共済15団体、民間損害保険会社118団体）

４．保険事業のポイント

・契約期間は１年単位。
・団員個人が加入する自動車保険を適用するか、マイカー保険を適用するか選択可能。
・災害に対処するために出動した際の保険料に対して、令和３年度から特別交付税措置（０．５）を講じている。

（例）消防団員マイカー共済スキーム

消防団員のマイカー共済・保険の概要
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令和６年度一般公開のプログラム紹介

消防研究センター

　令和６年４月に開催予定の「一般公開」につきまして
は、前号の消防の動き（令和６年２・３月合併号）にて
お知らせしましたが、本号ではプログラムについてご紹
介いたします。
　実開催とオンライン開催の両方を予定していますの
で、どちらにも是非ご参加ください。

１　実開催
（１）日時　令和６年４月19日（金）
　　　　　10:00 ～16:00（入場無料）

（２）場所　(受付：消防研究センター本館)　
　ア　消防研究センター、消防大学校
　　　（東京都調布市深大寺東町４－35－３）
　イ　日本消防検定協会
　　　（東京都調布市深大寺東町４－35－16）
※ア及びイは同一敷地内にあります。
　また、消防防災科学センターの展示等の場所は消防研
究センター本館になります。

２　オンライン開催
（１）日時　令和６年４月12日（金）10:00 ～
　　　　　４月22日（月）16:00

（２）開 催 ペ ー ジ （ ア ク セ ス Ｕ Ｒ Ｌ ）
　消防研究センターホームページ
　（https://nrifd.fdma.go.jp/ ）

（３）プログラム（予定）

（３）プログラム（予定）

消防研究センター

消防研究センター研究紹介コーナー 展示

石油タンクの安全性に関する研究開発 展示

市街地火災延焼シミュレーションの展示 展示

建築火災の避難安全 展示

殉職・受傷事故の発生傾向 展示

土砂災害現場におけるドローンの利活用に関す
る研究開発

展示

原因調査技術に関する研究 展示

大阪市北区ビル火災のシミュレーション 展示

原因調査室の業務 展示

救急車・指揮車用パンク対応タイヤ
救急車内の感染防止対策

実演･
展示

軽油の燃焼 実演

小規模爆発実験 実演

コンテナ区画内で行った燃焼実験映像
引火性液体の性質を紹介する卓上実験

実演･
展示

消防研究センター
消防研究センターの紹介
・本館研究紹介コーナー
・大規模火災実験棟
・総合消火研究棟
高発泡装置を用いた泡消火実験
地震や土砂災害時の消防活動能力の向上
・同時多発火災を想定した市街地火災延焼シミュレーション
の紹介
・土砂災害発生後の情報収集、救助活動の安全管理に関す
る研究の紹介
・詳細地形データを用いた土砂災害現場での二次崩壊危険
地域の抽出及び評価方法の開発の進捗の紹介

消防大学校

消防大学校の教育訓練資機材 展示

日本消防検定協会

住宅用防災警報器の展示及び実演 実演

各種消防用機械器具等の展示
実演･
展示

消火器の操作体験 実演

住宅用消火器の消火実演 実演

一般財団法人 消防防災科学センター

近年起きた災害等 展示

消防力適正配置等調査 展示

避難所HUG(風水害版) 実演

高発泡装置を用いた泡消火実験 実演

https://nrifd.fdma.go.jp/
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消防大学校
消防大学校での教育訓練（ホットトレーニング）

日本消防検定協会
日本消防検定協会について
検定制度と検定の方法
検定品目の紹介
受託評価業務の紹介
実演　型式試験（感知器・受信機・金属製避難はしご・ 
緩降機）

一般財団法人 消防防災科学センター

被災したときの各種支援

災害基礎知識（火災・地震災害・土砂災害・豪雨災害・ 
津波災害・火山災害）

過去の災害から学ぶ
（災害対応を体験した市町村長の体験談）
＜東日本大震災＞
・岩手県宮古市　山本正德市長
・岩手県陸前高田市　戸羽太市長
＜平成23年９月の台風第12号による災害＞
・和歌山県田辺市　真砂充敏市長
＜平成28年４月熊本地震災害＞
・熊本県益城町　西村博則町長
・熊本県宇土市　元松茂樹市長
＜平成29年九州北部豪雨災害＞
・大分県日田市　原田啓介市長
＜平成30年7月豪雨災害＞
・愛媛県西予市　管家一夫市長
＜令和元年・令和３年の豪雨災害＞
・佐賀県武雄市　小松政市長
＜令和元年東日本台風災害＞
・福島県本宮市　高松義行市長
＜令和２年７月豪雨災害＞
・熊本県人吉市　松岡隼人市長

防災訓練を学ぶ
（各地で取り組まれている防災訓練の様子・防災図上訓練
の解説）
・津波避難計画に基づく避難訓練
・釜石避難訓練　韋駄天競走
・全住民安否確認訓練
・福祉避難所合同訓練
・防災訓練用教材
・避難所HUGの意義と進め方
・自主防災組織の活性化に向けた取り組み
・消防防災GIS
・災害図上訓練DIG
・防災グループワーク
・図上シミュレーション訓練

防災かみしばい

問合わせ先
　消防庁消防研究センター研究企画部
　TEL: 0422-44-8331

・地すべり地形を対象とした日中・夜間のドローンレーザー
計測実証試験の紹介
ウレタン火災の危険性
火災を再現するシミュレーション技術の紹介（火災シミュ
レーションの実火災適用事例）
石油タンクの安全性に関する研究開発
・大型石油タンクの地震時底板浮き上がり応答解析
・大型石油タンクの地震被害予測
・石油タンクの腐食・劣化評価
牛乳パックで作った燃焼区画による机上実験 
・燃焼区画の製作と燃焼実験
・区画の不燃化の有無と燃焼性状
救急車・指揮車用パンク対応タイヤ
火災旋風の実験
原因調査技術に関する研究の紹介
・現場残渣物の化学分析
・静電気火災の調査技術
原因調査室の業務
・調査業務、研修業務、支援業務
・原因調査室の業務で活用する分析機器（X線CT装置、 
デジタルマイクロスコープ）の紹介
軽油の燃焼性状



消防庁ホームページ　https://www.fdma.go.jp
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